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他の送電線新設工事における不適切な対応有無に関する調査について 

 

■ 東日本大震災以降に建設した送電鉄塔２，０２７基※１を対象に、以下の調査を実施。 

【聞き取り調査①】調査期間：２０１７／１２／７～２０１８／１／１５ 

・ ２０１１年４月から２０１７年１２月末までに実施した鉄塔基礎据付の施工検査に携
わった当社社員（３９５名）および工事会社関係者（２４０名）に対し、基礎据付の施
工検査に直接携わっていない当社社員（送電部門管理職）が面談または電話で、不適切
な対応の有無について聞き取り調査を実施。 

 

【基礎据付寸法の再測定と施工検査記録との照合】 

・ 聞き取り調査①と並行して、現地にて鉄塔１，７８２基（積雪の影響により測定できな
い鉄塔を除く）の基礎据付寸法を再測定のうえ、施工検査記録との照合を実施。 

 

【聞き取り調査②】調査期間：２０１８／１／１６～１／１９ 

・ 基礎据付寸法の再測定の結果、社内検査マニュアルに定める判定値※２を超過した鉄塔
（１５２基）については、不適切な対応を行う動機が発生する可能性があるものと幅広

に位置づけ、当社社員（８１名）および工事会社関係者（７９名）に対し、再度聞き取
り調査を実施。 

・ 聞き取り調査を実施する際は、客観性を確保するため、送電部門以外（総務部門）の管
理職が同席。 

 

【聞き取り調査③】調査期間：２０１８／１／２４～１／２９（Ａ）、２／２～７（Ｂ） 

Ａ：判定値を超過した鉄塔に対する再度の聞き取り調査 
Ｂ：積雪の影響により現地測定ができない鉄塔に対する聞き取り調査 

・ 聞き取り調査②が完了した以降に、当社社員から不適切な対応を行った旨の申し出（１件）
があったことから、判定値を超過した鉄塔（１５１基※３）に携わった、当社社員（８０
名）および工事会社関係者（７８名）に対して、また、積雪の影響により２月末日まで
に基礎据付寸法を測定できない鉄塔※４（２４５基）に携わった、当社社員（４６名）お
よび工事会社関係者（４６名）に対し、再度聞き取り調査を実施。 

・ 調査対象者の言い出しやすさを考慮し、同職場の上司が聞き取り調査を実施。また、客
観性を確保するため、同事業所内の送電部門以外の管理職が同席。 

■ この結果、新たに１件の不適切な対応を確認した。（２０１８年２月２３日公表済） 

■ 今回、融雪後に現地測定などの調査を実施。 

【基礎据付寸法の再測定と施工検査記録との照合②】調査期間：２０１８／３／２３～６／２ 

・ 積雪の影響により基礎据付寸法を測定できなかった鉄塔※４（２４５基）について、現地
にて基礎据付寸法を再測定のうえ、施工検査記録との照合を実施。 

 

【聞き取り調査④】調査期間：２０１８／５／２１～５／３０ 

・ 基礎据付寸法の再測定の結果、社内検査マニュアルに定める判定値※２を超過した鉄塔６
基については、聞き取り調査③と同様に当社社員（５名）および工事会社関係者（５名）
に対し、再度聞き取り調査を実施。 

・ 調査対象者の言い出しやすさを考慮し、同職場の上司が聞き取り調査を実施。また、客
観性を確保するため、同事業所内の送電部門以外の管理職が同席。 

■ この結果、改めて不適切な対応はないことを確認した。 
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※１：２０１７年１２月６日に公表した北上東線６９基を除く。 

 

※２：送電鉄塔の基礎据付において、設計どおり施工されていることを確認するために、社
内マニュアルにおいて「判定値」を定めている。 

      この判定値に収めることで次の工程である鉄塔組立作業において、鉄塔部材同士の干
渉等が少なくなり、鉄塔を無理なく組み立てることが可能。 

      なお、送電鉄塔や電線の荷重、地盤特性等により、基礎施工時（据付時）から寸法が
変わる可能性がある。 

         面の寸法  設計値に対し±１３ｍｍ以内 

     対角の寸法 設計値に対し±２０ｍｍ以内 

     水準差   設計値に対し±８ｍｍ以内 

かつ鉄塔脚間の差８ｍｍ以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※３：判定値を超過した１５２基から、不適切な対応に関する申し出があった１基を除き、
再度聞き取り調査を実施。 

 

※４：積雪の影響により現地測定できない鉄塔２４５基については、融雪後に現地調査を実
施。 
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